
財務諸表に対する注記 

 

１．重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）によっている。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産・・・定率法又は旧定率法によっている。但し、建物(建物付属設備は除

く)については平成 10年 4 月以降取得のものについては、定額法に

よっている。 

②無形固定資産・・・定額法によっている。 

（３）引当金の計上基準 

退職給付引当金・・・退職給付に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相当す

る金額を計上している。 

（４）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産  

投資有価証券 11,000,000 700,000 - 11,700,000

小  計 11,000,000 700,000 - 11,700,000

特定資産  

退職給付引当資産 830,411,600 39,886,400 126,710,300 743,587,700

453,614,940 - 102,217,500 351,397,440施設設備積立預金 

小  計 1,284,026,540 39,886,400 228,927,800 1,094,985,140

合  計 1,295,026,540 40,586,400 228,927,800 1,106,685,140

 

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

科  目 当期末残高 
(うち指定正味財

産からの充当額)

(うち一般正味財

産からの充当額) 

(うち負債に対応

する額) 

基本財産  

投資有価証券 11,700,000 (11,700,000) (-) (-)

小  計 11,700,000 (11,700,000) (-) (-)

特定資産  

退職給付引当資産 743,587,700 (-) (-) (743,587,700)

施設設備積立預金 351,397,440 (-) (351,397,440) (-)

小  計 1,094,985,140 (-) (351,397,440) (743,587,700)

合  計 1,106,685,140 (11,700,000) (351,397,440) (743,587,700)

 

 



 

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物 379,543,196 142,256,114 237,287,082

構築物 46,799,172 26,866,676 19,932,496

機械装置 30,589,000 29,798,543 790,457

車両運搬具 2,621,311 2,389,721 231,590

工具器具備品 911,919,306 827,997,056 83,922,250

ソフトウェア 173,788,315 160,552,015 13,236,300

合  計 1,545,260,300 1,189,860,125 355,400,175

 

 

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

科  目 帳簿価額 時価 評価損益 

基本財産 

第 243 回利付国債 

特定資産 

東京都公募公債 605 回 

大阪府公募公債（5年）第 47 回 

千葉県平成 20 年度第 9回公募公債 

利附農林債券 690 回い号 

利附信金中金債券 215 回 

 

 

11,000,000

101,534,036

100,321,050

100,211,871

100,310,667

100,751,796

      

 

11,151,800 

 

102,940,000 

102,140,000 

101,590,000 

101,550,000 

101,830,000 

 

151,800

1,405,964

1,818,950

1,378,129

1,239,333

1,078,204

合  計 514,129,420 521,201,800 7,072,380

 

 

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減及び残高は、次のとおりである。 

補助金等の 

名称 
交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

貸借対照表上

の記載区分 

補助金 

環境放射能

分析研修事

業補助金 

文 部 科

学省 
61,330,635 - 16,341,904 44,988,731 指定正味財産

合  計 61,330,635
-

16,341,904 44,988,731 
 

 

 

 

 



 

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 

内  容 金  額 

経常収益への振替額 

受取国庫補助金 16,341,904

合  計 16,341,904

 

 


